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これらのことから、施策の実効性を担保し、他部署との連携を強化するには、担当部署
に任せきりにするのではなく、ある程度のトップダウン的な影響力が必要であるといえる。 
② 包括的な戦略とコア地域個別の戦略づくり 
環境政策担当課やそれに準ずる部署が担当する場合には、対象を特定せず包括的に戦略
を立てことが多くなるため、これが実際の個々の施策に反映されず計画のその実効性が弱
くなりがちであることが明らかになった。一方で、コアとなる地域を管理している部署や、
その地域で活動している市民団体や研究機関とともに、その地域独自の戦略を立てている
例がみられた。このように、包括的な戦略とは別にコアとなる地域個別の戦略を策定する
ことで、より地域に根ざした実効性の高い戦略を担保できるといえる。 
 
5. 提案 
研究の成果を踏まえ、今後戦略策定を推進し、実効力を高めるために、以下の 3つの仕
組みを提案する。 
① １市町村１シンボルプロジェクト 
このプロジェクトの目的は、市民が地域の自然環境のシンボルを認識し、その保全の重
要性が周知されることで、戦略策定を推進する一助とすることである。 
② 生物多様性アドバイザー派遣制度 
地域の自然情報に通じた研究者や研究機関との連携が策定の要因のひとつとなり、策定
段階においても重要な役割を担っていることから、研究機関との連携を強化することを目
的に、この制度を提案する。 
③ 生物多様性推進室補助制度 
戦略の実効性を高めるためには、他部署との連携が不可欠である。そこで、市長をトッ
プとして、庁内の生物多様性に関わる部署をまとめた組織、「生物多様性推進室」の設立
を提案する。 
 
 
